
加美町地球温暖化対策実行計画の策定について
（事務事業編・区域施策編）
～地域脱炭素の実現に向けて～

２０２３（令和5）年１０月２６日 地球温暖化対策室



加美町地球温暖化対策実行計画の策定について
（地方公共団体実行計画）

１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
２．地球温暖化対策実行計画策定作業
３．地球温暖化対策実行計画策定スケジュール

≪地方公共団体実行計画とは≫
「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第117号 以下「温対法」という。）第21条に
おいて、都道府県及び市町村に対して、政府が策定する「地球温暖化対策計画」に即して 、地方公共団体
実行計画を策定するよう義務付けられています。
地方公共団体実行計画は、（事務事業編）町（行政）の事務及び事業に関する温室効果ガス排出量
の削減等のための計画と、（区域施策編）本町の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガス排出量の削
減等を行うための計画があります。
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１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き

≪地球温暖化問題≫

地球にある二酸化炭素やメタン、フロンなどの「温
室効果ガス」は、太陽からの熱を吸収し、地表からの
熱の放出を防ぐことで地球を温かく保ち、私たちが住
みやすい環境を作る役割を担っています。

現在は人為起源の温室効果ガスの排出により、地球
全体の平均気温が上昇する「地球温暖化」という大き
な問題に直面しています。

地球温暖化は、「気候変動」という形で、真夏日・
猛暑日の日数増加、短時間豪雨の発生頻度増加や台風
の強大化による風水害、土砂災害が日本各地で発生す
るなど、既に私たちの日常生活や事業活動に影響が出
始めています。

1.1 地球温暖化問題とその影響

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター
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１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き

IPCC(気候変動に関する政府間パネル)報告
人間活動が及ぼす温暖化への影響について

第１次評価報告書（１９９０年）
▶ 気温上昇を生じさせるだろう

第２次評価報告書（１９９５年）
▶ 影響が表れていると示唆される

：
第５次評価報告書（２０１３年）
▶ 可能性が極めて高い

第６次評価報告書（２０２３年）
▶ 疑う余地がない ➡ 明確に断定

1.2 気候変動の影響①

気候変動の主な要因
出典：令和2年度版 環境・循環型社会・生物多様性白書
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１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き

1.3 気候変動の影響②

4参照：環境省 気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018

真夏日・猛暑日の日数増加 強い雨が増加・降水日が減少

日最高気温30℃以上の真夏日と日最高気温
35℃以上の猛暑日の年間日数は、統計期間
1931～2016年で増加傾向が現れており、猛暑
日は10年あたり0.2日の割合で増加しています。
21世紀末の猛暑日の年間日数も増加し、特に
沖縄・奄美では、年間で54日程度増加すること
が予測されています。

日降水量が100mm以上の大雨の日数が増加しています。また、アメダスの観測
による1時間降水量50mm以上の短時間強雨（滝のように降る雨）の発生回
数も増加しています。一方で、日降水量1.0mm以上の日が減少しており、弱い
降水も含めた降水の日数は減少しています。
21世紀末における短時間強雨の発生回数は、全ての地域及び季節で有意に
増加すると予測されています。一方、21世紀末の無降水日は全国的に増加する
と予測されています。

［13地平均］ 日最高気温35℃以上の年間日数（猛暑日）
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［51地平均］ 日降水量1.0mm以上の年間日数



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き

1.4 気候変動の影響③（農作物）

5参照：環境省 気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018

コメの収量・品質への影響 果実の品質・栽培適地への影響

気温の上昇によるコメの白未熟粒（高温等の障害によ
りデンプンが十分に詰まらず白く濁ること）や胴割粒（高
温等により亀裂が生じること）の発生等、コメの品質の低
下が、既に全国で確認されています。また、一部地域や
極端な高温年には収量の減少も報告されています。
近未来（2031～2050年）及び21世紀末（2081
～2100年）には、コメ収量が増加する地域と減少する
地域の偏りが大きくなる可能性が予測されています。

夏季の高温・少雨が果樹生産に及ぼす影響として、強
い日射と高温による日焼け果の発生、高温が続くことによ
る着色不良等が知られています。ぶどう、りんご、かき、うん
しゅうみかんでこのような影響が報告されています。
うんしゅうみかんやぶどう等の栽培適地が変化することが
予測されています。



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
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｢2030年度に46％削減(’13比)｣表明

｢地球温暖化対策推進法｣改正

ＣＯＰ２１｢パリ協定｣合意

｢国連気候変動枠組条約｣採択

ＣＯＰ３｢京都議定書｣採択

気候変動枠組条約締約国会議(ＣＯＰ) 第1回開催

2015

1992

1997
1995

2021
4月

2021
5月

｢2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロ｣表明

2020
10月

1998

(カーボンニュートラル表明)
｢気候変動適応法｣施行

2018

｢地球温暖化対策推進法｣(温対法)成立

2022

ＣＯＰ２7

1.5 気候変動に対する国内外の動向

｢気候変動適応法｣改正
2023
2月



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
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1.6 日本の中・長期目標

❏ 「2050年カーボンニュートラル」宣言（2020年表明）
「2050年までに国内の温室効果ガス排出を実質ゼロとする」（脱炭素社会の実現）

❏ 2030年度温室効果ガス排出量削減目標 2013年度比46％削減（2021年表明）

出典：脱炭素ポータル（環境省）

【カーボンニュートラルとは】
二酸化炭素（CO2）をはじめとする温室
効果ガスの「排出量」から、植林、森林管
理などによる「吸収量」 を差し引いて、合計
を実質的にゼロにすることを意味しています。CO2削減

（排出量）
（吸収量）



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
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1.7 2021(令和３)年度 日本の温室効果ガス排出・吸収量



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
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1.8 地球温暖化対策推進法の改正

１．パリ協定・2050年カーボンニュートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設
パリ協定に定める目標を踏まえ、2050年までの脱炭素社会の実現、環境・経済・社会の統合的
向上、国民を始めとした関係者の密接な連携等を、地球温暖化対策を推進する上での基本理
念として規定されています。

２．市町村による実行計画の策定
区域の自然的社会的条件に応じて、再エネ利用促進等の施策と、施策の実施目標を定めるよ
うに努め、地域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭素化促進事業）に係
る促進区域や環境配慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努めるとされています。

３．地域脱炭素化促進事業の認定
市町村から、実行計画に適合していること等の認定を受けた地域脱炭素化促進事業計画に記
載された事業については、関係法令の手続ワンストップ化等の特例を受けられます。



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
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1.9 全国における実行計画の策定状況

地域 団体数
区域施策編 事務事業編

策定数 策定率 策定数 策定率

全国 1,788 607 34% 1,615 90%

参照：地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト（環境省）

・事務事業編は策定が義務付けられています。
・区域施策編の策定は努力義務ではありますが、カーボンニュートラル達成のための計画策定が
求められています。



１．地球温暖化・気候変動対策をめぐる動き
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1.10 地域脱炭素ロードマップ
❏国では、2050年カーボンニュートラル等の目標達成に向け、地域の魅力と質を向上させる地
方創生に資する地域脱炭素の実現を目指す「地域脱炭素ロードマップ」策定

❏意欲と実現可能性が高いところから地域脱炭素がその他の地域に広がっていく「実行の脱炭
素ドミノ」を起こすべく、2020年から2025年までを集中期間として施策を総動員

❏ 2050年を待たずして多くの地域で脱炭素を達成し、地域課題を解決した強靭で活力ある
次の時代の地域社会へと移行することを目指す



２．地球温暖化対策実行計画策定作業
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2.1 加美町の実行計画策定状況

本町では、加美町役場の事務及び事業において発生する温室効果ガスを減少基調に転向するため、地球環
境保全に向けた行動を率先して実行し、持続可能な地域づくりを推進していくための「加美町地球温暖化対策
実行計画（事務事業編）」を、2004(平成16)年度に策定しています。
温対法の改正を踏まえ、地域脱炭素の実現に向けて、2024(令和6)年度に「加美町地球温暖化対策実行

計画（事務事業編・区域施策編） 」（以下、「実行計画」という。）を策定します。

地域 区域施策編 事務事業編

加美町 2024(令和6)年度策定予定

加美町地球温暖化対策実行計画
計画期間：2005(平成17)年度

～200９(平成２１)年度

※2024(令和6)年度に計画改定予定



○地球温暖化対策は、温室効果ガス排出の抑制を実現するだけでなく、地域活性化、人口減少、産業振興、防災、健康
などの多様な課題の解決に貢献し、町民・事業者の利益となる可能性を秘めています。

○地球温暖化対策は、社会経済情勢や技術動向も踏まえて町の目指す将来像の中に位置づけ、コベネフィット、即ち温室
効果ガスの排出抑制等と同時に追求できる便益の観点を含めて検討すべきと考えられます。

２．地球温暖化対策実行計画策定作業
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2.2 これからの地域における地球温暖化対策の在り方
コベネフィット(相乗効果・相乗便益)の追求

○区域における温室効果ガス排出量は、様々な外的要因にも左右されるものであり、また、個々の施策による削減効果が
把握しがたい場合もあります。
○温室効果ガス総量削減目標のみならず、最終エネルギー消費量や再生可能エネルギー導入量などを計画目標に掲げる
ことも有効です。
○個々の施策についても、削減効果のみならず、進捗評価のための指標を設定し、庁内においても、町民にとっても努力の
みえるPDCAサイクルを回すべきであると考えられます。

努力のみえるPDCA

○地球温暖化対策は、環境部局のみならず、関係部局を含む全庁的取り組みとし、庁外の利害関係者（町民、事業者、
民間団体、他の地方公共団体など）の参画・協働が重要になります。
○区域施策編の各施策について、それらの立案・実施から評価・改善に至るまで、連携することが望ましいと考えられます。

戦略的なパートナーシップ



２．地球温暖化対策実行計画策定作業
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2.3 実行計画の位置付け

第二次加美町総合計画
（加美町笑顔幸福プラン）

（2015(平成27)年―2024(令和6)年）

環境分野の施策
の基本的方向性

加美町環境基本計画〈改訂版〉
（2023(令和5)年―2032 (令和14)年）

環境分野
の個別計画

加美町地球温暖化対策実行計画
【 区域施策編 ＋ 事務事業編 】

（2025 (令和7)年―2030(令和12)年）

関連整合

【国】 地球温暖化対策の推進に関する法律
地球温暖化対策計画 など

【県】 宮城県環境基本計画（第4期）
みやぎゼロカーボンチャレンジ2050戦略 など

関連整合

実行計画は、「加美町環境基本計画」の地球温暖化に関する個
別計画として位置付けられます。
また、2050年までの地域脱炭素の実現に向けて、区域施策編と
事務事業編の計画の内容を統合した計画として策定を進めます。

【地方公共団体実行計画（区域施策編）】
本町の温室効果ガス排出量の削減等に関する目標を設定すると
ともに、以下に示す４つの施策とその目標を定めます。

・再生可能エネルギー等の利用促進
・事業者・住民の温室効果ガス排出量削減活動促進
・地域環境の整備及び改善
・循環型社会の形成

【地方公共団体実行計画（事務事業編）】
町の事務及び事業における温室効果ガス排出量の削減等に関す
る目標と、その目標を達成するための「事務事業における排出削減」
の施策を定めます。



２．地球温暖化対策実行計画策定作業
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2.4 実行計画の構成
① 基本的事項・背景・意義
・計画策定の背景・意義
・本町の特徴
（自然的社会的条件及び各主体の特徴等）

・計画期間
・推進体制

② 区域施策編（町域で取り組む温暖化対策）

・温室効果ガス排出量の推計・要因分析
・計画全体の目標
・温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策
（再生可能エネルギー利用促進等の施策などを
策定、それらの施策に対し、進捗管理目標を設定）

・地域脱炭素化促進事業に関する内容

③ 事務事業編（町が取り組む温暖化対策）
・事務事業に伴う温室効果ガス排出量の推計・要因分析
・事務事業に伴う温室効果ガスの削減目標
・町の率先行動
（温室効果ガス排出量削減に向けた取り組み）

④ 実施及び進捗管理
・庁内外の実施体制の構築
（施策・対策の立案・合意形成、施策・対策の実施、
実施状況の確認、計画の見直し PDCA推進体制）

・進捗管理目標の進捗管理手法の策定
・進捗管理目標の進捗、達成状況の公表



２．地球温暖化対策実行計画策定作業
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2.5 基本的事項・背景・意義①

○区域施策編の基準年度、目標年度、計画期間及び見直しの時期は、地方公共団体が任意に設定するこ
とができます。

○一方で、パリ協定の趣旨を踏まえ、地球温暖化対策計画に即する観点から、以下に示す内容が望まれます。
・基準年度：2013(平成25)年度
・目標年度：2030年度

○区域施策編においては、盛り込まれた施策が実行的に実施されるよう、また、区域の自然的社会的条件の
変化等に適切に応じられるように、目標年度までの間に、必要に応じて全部又は一部の改訂を繰り返してい
くことが強く望まれます。

○見直し時期については、例えば、区域の総合計画の見直しと同時期（同年度又は翌年度）に設定するこ
とが、他の多くの分野の施策と適切な連携を確保する上で有効であると考えられます。

基準年度、目標年度、計画期間及び見直し期間



２．地球温暖化対策実行計画策定作業
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2.6 基本的事項・背景・意義②

○地球温暖化対策を巡る動向を町民や事業者が理解し、健全な問題意識を醸成してもらうため、下記3つのテーマを整理
します。
・地球温暖化の影響
・地球温暖化対策を巡る国際的動向（国連気候変動枠組条約における国際枠組など）
・地球温暖化対策を巡る国内の動向（国や県の政策動向など）

地球温暖化対策を巡る動向

○区域の自然的社会的条件を把握・整理した上で、対策・施策との関連性を念頭に置いて整理することが重要です。

区域の特徴

条件区分 区域の特徴の例 関連する対策・施策の例
自然的条件 気候 家庭部門や業務その他部門の対策・施策

再生可能エネルギー資源の賦存状況 再生可能エネルギーの導入に係る対策・施策
社会的条件 産業構造 産業部門や業務その他部門の対策・施策

都市構造・交通体系・インフラの状況 運輸部門やまちづくりに関する対策・施策
人口動態・住民の環境意識・ライフスタイル 家庭部門や業務その他部門の対策・施策
技術動向 各技術が関係する部門・分野における対策・施策

区域の特徴と計画に盛り込む対策・施策の関連の例
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2.7 区域施策編（温室効果ガス排出量の推計・要因分析：対象とする温室効果ガス排出量①）
○「区域の温室効果ガス排出量」は、原則として、「地理的な行政区域内の排出量のうち、把握可能かつ対策・施策が有
効である部門・分野」となります。



２．地球温暖化対策実行計画策定作業

19

2.8 区域施策編（温室効果ガス排出量の推計・要因分析：対象とする温室効果ガスの種類）

温室効果ガス 主な発生源

二酸化炭素
（CO2）

エネルギー起源 石炭、石油、天然ガスなどの化石燃料の燃焼、電気の使用（火力発電所に
よるもの）等

非エネルギー起源 廃棄物の焼却処理、セメントや石灰石製造等の工業プロセス等
メタン（CH4） 稲作、家畜の腸内発酵、廃棄物の焼却処理、排水処理、自動車の走行等
一酸化二窒素（N2O） 化石燃料の燃焼、化学肥料の使用、排水処理、自動車の走行等
ハイドロフルオロカーボン類
（HFCs）

冷凍空気調和機器・プラスチック・噴霧器・半導体素子等の製造、溶剤として
のHFCsの使用、クロロジフルオロメタン又はHFCsの製造

パーフルオロカーボン類
（PFCs）

アルミニウムの製造、半導体素子等の製造、溶剤等としてのPFCsの使用、
PFCsの製造

六ふっ化硫黄（SF6）
マグネシウム合金の鋳造、電気機械器具や半導体素子等の製造、変圧器・
開閉器・遮断機等の電気機械器具の使用・点検・廃棄、SF6の製造

三ふっ化窒素（NF3） 半導体素子等の製造、NF3の製造
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2.9 区域施策編（温室効果ガス排出量の推計・要因分析：温室効果ガスの増減要因分析）
○区域の温室効果ガス排出量の経年変化から、温室効果ガス排出量の増減要因を分析します。

○部門別に温室効果ガス排出量を把握し、要因分析を行います。

CO2排出量の部門別割合

CO2排出量の部門別経年変化 出典 自治体排出量カルテ（加美町）
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2.10 区域施策編（温室効果ガス排出量の推計・要因分析：温室効果ガス排出量の将来推計）

1.現状趨勢ケース(BAU)：現状から削減対策や再エネ導入を行わない場合
2.削減対策ケース：国の地球温暖化対策計画に基づく削減量を考慮した場合
3.再生可能エネルギー導入ケース：現状のFIT導入量の推移で再エネが導入された場合
4.2050ゼロカーボン達成ケース：2050年にゼロカーボンを達成するよう再エネが導入された場合

0
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1,500
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2,500

直近年度 2030 2050

エネ
ル
ギ
ー
量

再エネ導入ケース（現状のFIT導入率）
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再エネ最大限導入ケース
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大
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ス

で
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剰
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（TJ）

再エネ導入量の推移イメージ

BAUケースとゼロカーボン達成ケースのイメージ
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2.11 区域施策編（計画全体の目標）

○区域施策編の計画全体の目標については、区域の温室効果ガス排出量の削減目標（短期：2030年度、
中期：2040年度、長期：2050年度）を設定します。

国や県で設定されている温室効果ガス排出量の削減目標（参考）

計画の名称 温室効果ガス排出量の削減目標

地球温暖化対策計画
（国）

2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指し、
さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく

みやぎゼロカーボン
チャレンジ2050戦略

2050年までに、吸収量を差し引くことにより実質ゼロになるカーボン
ニュートラル（脱炭素社会の実現）、2030年度までに、基準年度であ
る2013年度から50％削減するとしている
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2.12 温室効果ガス排出量削減以外の目標
温室効果ガス排出量削減以外に、再生可能エネルギー等の利用

促進に関する目標、事業者・住民の削減活動促進に関する目標、
地域環境の整備に関する目標、循環型社会の形成に関する目標の
設定を検討します。

温室効果ガス排出量削減以外の目標（参考）

項 目 温室効果ガス排出量削減以外の目標の概要（参考）

再生可能
エネルギー
導入目標

2030年度：再生可能エネルギー導入ポテンシャルの15％を導入
2050年 ：再生可能エネルギー導入ポテンシャルの最大限導入

全体の
方向性

・再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限導入すると、ゼ
ロカーボンを達成できる見込みである。

部門別の
方向性

・産業、業務その他、家庭部門は、建物の省エネ化(ZEB/ZEH)・
創エネ設備の導入、再エネ電力の調達、その他省エネ活動の
実施。

・運輸部門は次世代自動車※の普及、公共交通機関の利用促進
及び電動化、カーシェアリング等の実施。

・廃棄物部門はごみの減量化・リサイクルの実施。

※次世代自動車：ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、
燃料電池自動車（水素自動車）、クリーンディーゼル車等

ＺＥＨ
(ゼロ・エネルギー・ハウス)

ZEH（ゼッチ）とは、家庭で
使用する年間エネルギー消費
量の収支をゼロとすることを
目指した住宅のことです。
第6次エネルギー基本計画に
おける「2030年度以降新築さ
れる住宅について、ZEH基準
の水準の省エネルギー性能の
確保を目指す」という政府目
標の達成に向けて、ZEHの普
及に向けた取り組みが行われ
ています。

ＺＥＢ
(ゼロ・エネルギー・ビル)

ＺＥＢ(ゼブ)とは、快適な室
内環境を保ちながら、高断熱
化・日射遮蔽、自然エネル
ギー利用、高効率設備により、
できる限りの省エネルギーに
努め、太陽光発電等によりエ
ネルギーを創ることで、年間
で消費する建築物のエネル
ギー量が大幅に削減されてい
る建築物です。
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2.13 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策の考え方①
○対策の検討にあたっては、温室効果ガス排出量の推計・要因分析等の結果及び区域の総合的な目標から、
対策によるコベネフィットも勘案しながら、区域で優先的に実施する対策を検討します。

○対策の立案・実施においては、国の役割や区域の各主体に期待する役割も勘案した上で、地方公共団体とし
て講じる施策について考えます。

対策・施策立案の考え方

将来像実現に向けた対策・施策の一体的な検討
目指すべき将来像

区域の特徴・
排出要因分析結果

将来像実現のため
の対策の立案

対策実現に向けた
課題の抽出

施策の立案

ﾎﾟｲﾝﾄ！
・対策によるコベネ
フィットも勘案しながら、
区域で優先すべき対
策を検討。
・対策による削減ポテ
ンシャルを検討。

ﾎﾟｲﾝﾄ！
・環境部局だけに留ま
らず、コベネフィットの
観点も加味し、他部局
が実施する対策も含
めて検討。

ﾎﾟｲﾝﾄ！
・立案した対策は、目
指すべき将来像に照
らして体系的に整理。
・各施策の進捗管理
指標を設定。
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2.14 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策の考え方②
○区域施策編における施策の立案にあたって考慮すべき事項は以下のことが考えられます。
①温室効果ガス排出削減のため取り組むべき対策を促進・誘導し、又は確実なものとするための施策。
②地球温暖化対策推進法第21条における「4つの施策分野」に関する施策。
③国の地球温暖化対策計画第3章における「地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項」に規定された施策。
④他部局において、地球温暖化対策を主たる目的としないが、コベネフィットの観点から地球温暖化対策につながる施策。

⇦左記図は、考えられる例を
整理しています。
②を円形で示し、また③の
各施策を四角で囲みで示
しています。
次のスライドでは、④につ
いて説明します。
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2.15 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策の体系的整理の考え方
○本町の重点施策を明確に
するとともに、個々の施策の
意義・位置付けに対する各
主体の理解を進めるため、
施策・対策のつながりを体
系的に整理します。

○対策・施策の体系的整理
にあたっては、それぞれのコ
ベネフィットも意識するととも
に、区域の目指す将来像と
の関連も示すことを意識し
ます。

○右図に対策・施策の体系
的整理のイメージを示しま
す。

部門・分野 地球温暖化対策の主なコベネフィット

・競争力、生産性の向上

・地域の雇用創出、雇用の増加

・地域の大気汚染減や労働環境の改善による 健康影響低減

・新しいビジネス機会の向上

・熱環境の快適性向上

・建物の資産価値向上

・家計の節約

・多様なライフスタイルについての 新たなコンセプト

・自動車交通量削減による大気環境向上

・公共交通機関の充実による移動時間の短縮、 生産性向上

・運動による健康増進

・輸送に係る騒音の低減

・公共交通利用による地域経済への波及効果

・高齢者等の外出機会の増加による消費増

・社会交流、精神面の健康

・持続可能な資源管理

・大気汚染の減少

・静脈産業の振興

・豊かな水と緑のある憩いの空間の確保

・良質な景観の保全

・ヒートアイランド現象の緩和

・エネルギーセキュリティの向上

・中心市街地の活性化

・インフラ維持コストの削減、行政効率の向上

・土地集約及び再開発による都市中心部の不動産価値向上

産業・
業務その他

家庭

運輸

廃棄物

吸収源

部門・分野
横断

区域の目指す将来像

将来像を実現する基本的目標と

施策のマッチングを検討

＜対策①＞

（例）脱炭素に向

けた取組の推進

＜対策②＞

（例）エネルギー

の有効活用の推進

＜施策①＞

（例）コンパクト

シティの推進

＜施策③＞

（例）公共施設・

遊休地等への太陽

光発電の導入

＜施策⑤＞

（例）ごみの減量

化の推進

講じ得る施策

（コベネフィットを含む。）

＜施策②＞

（例）脱炭素型の

暮らしの推進

＜施策④＞

（例）省エネルギ

ー化の推進

＜対策③＞

（例）循環型の暮

らしの推進 ＜施策⑥＞

（例）ごみの資源

化の推進
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2.16 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策の目標と指標
○個々の対策・施策について、温室効果ガスの削減効果を定量的に評価することは、必ずしも必要ではありません。また、対策・施策の種類・
内容によっては、実施から効果の発現・確認までに長期間を要するものも考えられます。

○対策・施策については、温室効果ガス排出量削減とは個別に定量的な進捗管理目標を設けることで、取り組みを明確なものとし、定期的
な評価・改善に活用する必要があります。以下に部門別の施策と進捗管理指標の例を整理します。

部門 施策例 進捗管理指標例

事業者計画書制度の活用 大規模排出事業者の温室効果ガス総排出量

公共施設における脱炭素電力の選択 公共施設全体の電力排出係数

企業の省エネ取組への技術支援・認証等 環境マネジメントシステム登録事業者数

環境保全活動（省エネ行動）表彰制度 表彰制度応募団体数

エネルギーマネジメントシステムの普及促進 BEMS、 FEMS等普及率

省エネ診断 省エネ診断実施件数

設備導入補助 再生可能エネルギーによる発電設備容量

建築物計画書制度 省エネ基準適合の建築数

家庭の省エネ診断 家庭の省エネ診断実施件数

屋根貸し事業 太陽光発電・太陽熱利用設備設置世帯数

建築物計画書制度 長期優良住宅認定総件数

脱炭素型住宅（断熱等）の情報啓発、性能表示 脱炭素型住宅の性能表示数

エコドライブ講習の実施 エコドライブ講習会修了者数

次世代自動車の普及促進 次世代自動車普及割合

個人車両より公共交通利用を促進する街づくり政策の導入、誘導 公共交通利用者数

廃棄物発生抑制 廃棄物発生量

廃棄物資源化の促進 廃棄物のリサイクル率

森林経営活動の促進 育成林における森林経営活動の実施された面積

植林活動の促進 植林活動の実施された面積

環境教育・人材育成 環境講座実施件数

地球温暖化対策に関する普及啓発 地球温暖化対策に関する地域イベント開催回数

部門・分野
横断

産業・業務
その他部門

家庭部門

運輸部門

廃棄物分野

吸収源
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2.17 事務事業編とは

○事務事業編とは、町が実施している事務・事業に関し、温室効果ガスの排出量の削減と温室効果ガスの吸収
作用の保全及び強化に取り組むための計画です。

○対象とするのは、町が行う全ての事務・事業になります。そのため、全庁的に取り組んでいく必要がありますが、
「全庁が一体となって取り組む」これは決して容易なことではありません。

○例えば、温室効果ガスの中でも主要なガスである二酸化炭素（CO2）の多くは、施設や車両等でのエネルギー
の使用に伴って排出されますが、「温室効果ガス総排出量」の算定には、全庁的に電気使用量などのデータを
収集し、集計する必要があるため、かなりの手間がかかります。

○対象とする範囲は、地方自治体法に定められたすべての行政事務が対象となります。庁舎や町で管理する施
設（町営住宅、公園、町営運動場など）、公立学校などの運営といった事業になります。

○事務事業編で対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、
パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄の６種類の物質になります。
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2.18 事務事業編の温室効果ガス排出量の推計・要因分析及び削減目標
○施設等の基礎データの整備
・施設毎の電気使用量、燃料の使用量（ガソリン、灯油、重油、都市ガス等）。
・自動車の走行、カーエアコンの使用・廃棄、家畜の飼養（消化管内発酵、ふん尿処理）。
・上記に意外にも、温室効果ガスを排出する活動に関連したデータを部局別に収集、整理します。

○温室効果ガス総排出量の推計
・事務事業に伴う温室効果ガスの排出量は、環境省のマニュアル「地方公共団体実行計画（事務事業編）
策定・実施マニュアル（算定手法編）」に従い算定します。

○温室効果ガス総排出量の分析
・事務事業の分野別や部局別等、温室効果ガス排出量やエネルギー使用量の経年変化および基準年度に対
する比較により分析を行います。

○温室効果ガス排出量の削減目標
・事務事業編での目標は、事務事業に伴う温室効果ガス総排出量の削減目標（基準年度比など）と、取組
項目ごとの進捗状況、施設あるいは組織単位の進捗状況を確認するための目標を設定します。
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2.19 町（行政）の率先行動（町が取り組む温暖化対策）
事務事業編で策定する温暖化対策は、地方公共団体自身に対して効果があるのは当然ですが、地域全体への効果も期
待されています。町の率先した取り組みが、地域に対して温室効果ガス排出量削減の模範となります。

措 置 目 標

太陽光発電の
最大限の導入

2030年度には設置可能な建築物（敷地を含む）の約
50％以上に太陽光発電設備を設置することを目指す

建築物における
省エネルギー対
策の徹底

今後予定する新築事業は原則ZEB Oriented相当以上
とし、2030年度までに新築建築物の平均でZEB Ready
相当となることを目指す

電動車の導入
代替可能な電動車（EV,FCV,PHEV,HV）がない場合等を
除き、新規導入・更新は 2022年度以降全て電動車とし、
ストックでも2030年度までに全て電動車とする

LED照明の導入
既存設備を含めた政府全体のLED照明の導入割合を
2030年度までに100％とする

再生可能エネ
ルギー電力調
達の推進

各府省庁で調達する電力の60％以上を2030年度まで
に再生可能エネルギー電力とする

廃棄物の3R＋
Renewable

プラスチックごみをはじめ庁舎等から排出される廃棄物
の3Ｒ+Renewableを徹底し、サーキュラーエコノミーへの
移行を総合的に推進する

政府（国）実行計画に新たに盛り込まれた主な措置の内容とその目標

ZEBの定義
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2.20 実施及び進捗管理

○毎年度、対策・施策のPDCAを
行う必要があります。そのため、
毎年度評価できる進捗管理指
標を設定し、実施後に改善点を
検討することが重要です。

○対策・施策の実施にあたっては、
町内関係部局や庁外の利害関
係者との連携に留意して行うこと
が重要です。

○総量削減量やこれ以外の計画
目標の達成状況等を踏まえ、対
策・施策を含めた全体的な見直
しを行い、必要があると判断され
れば実行計画の改定を行います。
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3.1 計画策定スケジュール

１０月 １１月 １２月

令和６年

（７）加美町地球温暖化対策実行
　　　計画（事務事業編）策定
　　　の検討

（８）パブリックコメントの実施

（９）加美町地球温暖化対策実行
　　　計画（事務事業編及び区域
　　　施策編）の作成

７月 ８月 ９月

（１）脱炭素シナリオの検討

（２）脱炭素シナリオにおける
　　　温室効果ガス排出量の将来
　　　推計及び本町の将来像検討

（３）再生可能エネルギーの導入
　　　目標検討

（４）目標達成に向けた具体施策
　　　等の検討

（５）推進体制・進行管理の検討

（６）加美町地球温暖化対策実行
　　　計画の策定に伴う審議会等
　　　の開催

業務項目

○加美町地球温暖化対策実行計画は、2024（令和6）年12月の完成。2025（令和7）年の公表を目指します。

（８）加美町地球温暖化対策
　　　実行計画の策定に伴う
　　　審議会等の開催

（９）加美町地球温暖化
　　　対策実行計画の検討

（５）地域特性・課題の分析

（６）将来の温室効果ガス
　　　排出量の推計

（７）温室効果ガス排出
　　　削減目標の方向性
　　　検討

（２）基礎情報の収集、
　　　整理及び現状分析

（３）区域内のエネルギー
　　　需要量及び温室効果
　　　ガス排出量の把握

（４）再生可能エネルギー
　　　の導入ポテンシャル
　　　調査

（１）導入事例や
　　　上位計画の整理

業務項目
令和５年

８月 ９月 １０月 １１月 １２月
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